
- 1 - 

平成２７年（行ツ）第２２１号 

判決 

当事者の表示 別紙当事者目録記載のとおり 

 上記当事者間の札幌高等裁判所平成２６年（行コ）第３号不当労働行為救済

命令取消請求事件について,同裁判所が平成２７年２月２６日に言い渡した判決

に対し,上告人から上告があった。よって,当裁判所は,次のとおり判決する。 

主文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人の負担とする。 

理由 

 上告指定代理人Ｘ１ほかの上告理由第１及び上告補助参加人ら代理人Ｚ１,

同Ｚ２,同Ｚ３の上告理由第１点について 

 地方公営企業に勤務する一般職の地方公務員の争議行為等を禁止する地方公

営企業等の労働関係に関する法律１１条１項の規定が,同法附則５項の規定によ

り単純な労務に雇用される一般職の地方公務員に準用される場合においても,

憲法２８条に違反するものでないことは,当裁判所大法廷判決（昭和４４年（あ）

第２５７１号同５２年５月４日大法廷判決・刑集３１巻３号１８２頁）の趣旨

に徴して明らかである（最高裁昭和５７年（行ツ）第１３１号同６３年１２月

９日第二小法廷判決・民集４２巻１０号８８０頁等参照）。これと同旨の原審の

判断は,正当として是認することができる。 

 上告指定代理人Ｘ１ほかの上告理由第２及び上告補助参加人ら代理入Ｚ１,

同Ｚ２,同Ｚ３の上告理由第２点について 

 民事事件について最高裁判所に上告をすることが許されるのは民訴法３１２

条１項又は２項所定の場合に限られるところ,上記の各上告理由は,いずれも違

憲をいうが,その実質は単なる法令違反を主張するものであって,上記各項に規

定する事由に該当しない。論旨は採用することができない。 

 よって,裁判官全員一致の意見で,主文のとおり判決する。 

  平成２８年６月１７日 

    最高裁判所第二小法廷 

 

当事者目録 

上告人    北海道 

同代表者   北海道労働委員会 

同補助参加人 Ｚ４ 

同補助参加人 Ｚ５教職員組合 

被上告人   北海道 

 

（上告理由省略） 

 


